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住宅管理システム

【必要時】

【空家募集】…年次 

  ●各会場確保等

  ●年度計画作成

  ●募集案内書作成

【空家募集】…毎募集時 

  ●広報

１  入居者募集事務

住宅課
指定管理者

備考
住宅管理システム以外

○政策空家・・府営住宅
等の建替、廃止の他、緊
急時や強制執行時の退
去者動産一時保管のた
め募集せずに確保してお
くもの

政策空家の選定決定 空家状況の把握、府への報告

対象住戸の募集停止

抽選会場確保、指定管理者へ通知 受付会場確保

○作成は年６回、配布総
数1,000部以上、配布箇

所約40箇所配布

入居説明会及び鍵渡し会場確保

入居のしおり、入居者台帳の作成
（入居のしおり）

作成内容の確認・承諾

テレホンサービスの確認 テレホンサービス実施

年度計画決定・指定管理者へ通知 年度計画受理

募集案内書の原稿作成の指示・確認 募集案内書の原稿作成

校正・印刷

府民だより起案・決裁・施行 府民だよりの校正

府ＨＰにリンクしたホームページ更新
（募集時）



住宅管理システム

　【空家募集】…毎募集時 

　●募集及び入居決定事務

【府担当部局】

【府担当部局】

【府担当部局】

【府担当課】

新規入居者の情報を入力

日割り家賃及び敷金調定

■財務電算

納付書出力

日割り家賃及び敷金調定
（随時） 補欠者・辞退者等調整

入居者台帳、請書、敷金台帳整理

納付書送付

入居決定の取消に関する事務

入居決定通知書の決裁、押印
入居者家賃等決定通知書受理　入居決定通

知書作成

○「入居者情報」…入居者

名、入居住戸、家賃、敷金等

の情報

鍵渡し開催(請書受理、敷金・日割家賃受理、

入居決定通知書及び鍵手交)

○「入居者情報」…入居者

名、入居住戸、家賃、敷金等

の情報

○入居決定通知書に「家賃

及び敷金は土木事務所長が

決定した旨を記載

入居者決定予定報告書受理。入居

者家賃決定通知書を作成し、指定管

理者に送付。

入居者決定予定報告書作成

入居者家賃等決定通知書の決裁、

押印
入居者家賃等決定通知書を作成

入居者情報確認

入居説明会開催                                      （請

書配布等）

失格等の決定
失格・辞退等

失格等の通知、補欠者の書類審査

書類審査、警察照会事項及び障害者の意見

照会の府への依頼警察照会事項及び障害者所管課へ

の意見照会

選考委員会資料作成（特目含む）

特目選考結果通知発送

（保留と補欠のみ。入居「可」になれ

ば、指定管理者へ連絡）

一般選考結果通知発送

(当選者、補欠者へ）

特目選考結果通知発送

(当選者のみ）

(一般、特目）入居者選考委員会開催

当選者の決定

選考委員会結果受理

特目個別事案相談 特目個別事案対応

特目推薦決定、書類提出 公開抽選・結果公表、府への報告

当選通知発送

当選者へ書類提出依頼

特目募集案内書作成・配布 特目募集住戸を担当課へ連絡

電子申請一次受付、指定管理者に送付 申込受付（一般と特目（子育て世帯向け））

特目申込受付

住宅課
指定管理者 

備考
住宅管理システム以外

募集計画の決定
募集計画の提案

（特目募集住戸の配分含む）

募集可能住戸の調査及び把握

募集住戸の決定
空家状況一覧表の府への報告

募集住戸の提案

募集案内書作成・配布



【随時】
■退去者

■退去者

日割家賃納付書受理

日割家賃納付

退去検査立会
委任状作成

■修繕業者

入居者負担修繕実施

■財務電算

退去者情報の住宅課への通知

（敷金の滞納家賃への充当他）

退去者情報受理、明渡届、敷金

還付請求書、退去時補修依頼
書、支払事務（退去者・指定管理

者・修繕業者）

＜必要書類の例＞

■退去者

■修繕額が不足する場合

請求書受理、支払

■退去者…還付がある場合
還付金受理

■空家状態の把握

入居者台帳・請書・敷金台帳整理、
管理人へ通知

空家状態の住戸の把握

退去手続き・残置物撤去の指導

相続人調査の実施、退去手続きの指導

退去指導の進捗状況の報告

修繕額相当分受理

敷金精算内訳の整理

退去者へ請求書を送付

○「退去者情報」…退
去日、退去検査結果、

敷金精算内訳等

敷金の整理状況入力
(滞納家賃充当・還付等)

・入居者の請求書
・入居者の委任状
・業者の見積書

敷金から修繕費への充当分受理

「退去精算明細について」、
「退去精算後の家賃不足分につ

いて」等

退去検査の実施（1回目）、入居者負担
の修繕範囲を指示、退去による修繕見
積書の承認書の受理、委任状の受理、

鍵の受領及び保管

○委任状…敷金返還
金のうち、修繕費につ
いては指定管理者が
受領する旨の委任状

原状回復義務免除の承認退去検査の実施（2回目）、退去状況、入
居者負担の修繕の検査、原状回復費用

に変更がある場合は退去による修繕見
積書の承認書の再受理

退去検査用調書作成

退去検査日程の協議 退去検査日程の協議
明渡日の認定

○単身入居者が死亡した
場合の提出書類       ・明

渡届（親族が作成）
・死亡診断書（写し）及び

戸籍謄本

・（場合により)「残置物処
分同意書」

明渡届の受理 退去者情報入力
日割家賃額確定

日割家賃納付書交付

明渡届、敷金請求書提出 未納家賃の確認

■未納ありの場合

納入指導

２  退去事務

退去者・修繕業者
指定管理者

住宅課 備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム



３－１  収入申告（再申告及び収入調査除く）・家賃決定事務（特公賃の家賃決定（減額申請）を含む）

【年次】一括処理

収入申告書記入、
提出

決裁 、送付指示

受理

（場合により）意見書提出

受理 決裁

■申告の指導・督促 【７月】

【随時】

【８月上旬】

受理 報告受理

【９月上旬】

受理

○収入超過者、高額所
得者の認定も併せて行う

督促状、補正指示書の送付
（未申告・申告不備者）

督促状、補正指示書出力、
送付状況報告

決裁

収入申告請求書、収入申告不足書
類請求書送付

収入認定更正通知書の出力

収入申告書の整理・保管

収入認定通知書の送付

受理、審査

各入居者へ収入申告書等の発送
(管理人を通して投函）

受理、審査

■更正する場合

更正データ入力

更正依頼
◯収入調査事務につい
ては３－３参照

収入認定更正通知書の送付

収入申告請求書、収入申告
不足書類請求書案作成

収入認定整理表の出力

収入認定整理表の記入・管理

収入申告状況入力

受理、通知書等確認

認定依頼

収入認定結果一覧出力

入居者
住宅管理システム以外

（一括処理に遅れたものは指定管
理者作成）

○入居者の異動等が判
明した場合、必要に応
じ、不正入居者への指
導、各種申請指導等実
施
入居者情報は必要に応
じ住宅管理システムに反
映

備考
住宅管理システム

収入申告用紙類、宛名シール用
紙、送付用封筒等調達

宛名シール出力

指定管理者 住宅課
（業務委託先業者）

収入申告書(写し)送付

認定通知書用紙印刷（収入超
過者、高額所得者用含む）

認定額等データ入力、収入認
定通知書の出力

○収入申告書用紙類の
作成は他の管理者と調
整



 【随時】

収入申告書（再申告）提出

受理 決裁

（場合により）意見書提出

受理 決裁

３－２  収入申告・家賃決定事務 （再申告)

入居者
指定管理者

住宅課

受理、審査 データ入力

備考

収入認定更正通知書の送付

収入認定更正通知書案作成

収入認定依頼

収入認定通知書の送付

住宅管理システム以外 住宅管理システム

収入認定通知書案作成

受理、審査

収入認定更正案の作成、住宅課
に送付

■更正する場合

更正データ入力



住宅管理システム以外 住宅管理システム

【年次】
■収入調査

収入調査対象者リストの作成 未申告者一覧の出力

各市区町村へ収入調査依頼

収入調査日程の調整
収入調査日程の調整

（市区町村とも）

収入調査結果の整理

■収入超過者認定

収入申告、収入調査による対象把握 データ入力

認定依頼

収入超過者認定通知書の送付（収入
認定通知書と合わせて送付）

決裁、収入超過者認定通知書等の
送付指示

■高額所得者認定

収入申告、収入調査による対象把握 データ入力

認定依頼

収入超過者認定通知書の送付（収入
認定通知書と合わせて送付）

決裁、高額所得者認定通知書等の
送付指示

■未申告者の家賃決定

未申告の把握 システム反映

決定依頼 家賃通知書案作成

家賃通知書の送付 決裁、押印

○８月末までに未申告の者について９
月に調査
指定管理者の同行について市町村に依
頼が必要

◯３－１の申告指導・督促を実施の上で
行う

○収入超過者・高額所得者認定は、収
入申告と併せて行う
◯申告がなかった場合も収入調査によ
り認定
◯一括処理期間内であれば、収入超過
者、高額所得者認定通知書は住宅課で
まとめて印刷

３－３  収入申告・家賃決定事務（収入調査、収入超過者認定・高額所得者認定・未申告者家賃決定）

指定管理者
住宅課 備考

収入調査（住宅課職員に指定管理者が同行）

◯現状、京都市に対する課税情報閲覧
依頼は住宅課で実施



【随時】

必要に応じ協議

【高額所得者への指導】

１０月 収入申告基準日

１１月 認定通知

決裁、押印

(対応終了)

(対応終了)

移転先住宅のあっせん等の依頼 対応

明渡請求決裁、
請求書押印

退去
反応なし、明渡に応じない （法的措置へ移行）

退去

反応なし、
明渡に応じ

ない

明渡相談に
来所

相談対応、計画書提出指導

備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム

明渡指導等対象者の抽
出

受理、対象者に送付

明渡請求書送付案作成、
依頼

◯法的措置
の手続は９

参照

計画書受理。写しをとり土
木事務所へ原本送付

計画不履行

退去

(対応終了)

計画書提出

明渡請求書受理

１２月

↓

１月

↓

２月

↓

６月末
期限

↓

１２月末

勧告書等送付

↓

呼び出し指導

↓

明渡計画書の提出

↓

明渡請求書送付

↓

明渡期限
※１２月議会もしくは

２月議会で提訴

明渡勧告書、明渡相談通
知書案作成、依頼

受理 対象者へ送付

４  収入超過者、高額所得者への指導（退去指導・明渡請求等)

年間フロー 入居者
指定管理者

住宅課



住宅管理システム以外

【年度当初】
■調定（既存入居者） 納付書等発送用封筒送付

年度当初

金額を精査の上、調定情報を
住宅課へ通知

納付書受理 納入通知書、納付書送付

納入通知書、納付書受理

(納付書以外で納付する入居者)

納入通知書受理

 【月次】

■FD(DVD)口座振替
(FD(DVD)交換による口振実施金

融機関)

受理
(口座振替処理へ)

(京都市分のみ)

対象者、家賃額等調整 対象者、家賃額等調整

請求内容受理、確認(京都市分)
請求内容確定(京都市以外分)
支払請求書作成依頼

受理
(支払処理へ)

支払依頼（請求書、明細送付） 支払請求書作成

■調定（新規入居、退去、再申告による）

納入通知書、納付書受理 納入通知書、納付書送付

納付書受理

 【随時】
■新規口座振替申込、停止手続

口座振替(廃止)依頼書提
出

内容確認、依頼書(住宅課長
あて)送付

受理

■口座解約・口座変更処理があった場合

口座解約・口座変更
内容確認、依頼書(住宅課長

あて)送付

受理

 【月次】

■収納状況確認
家賃減免等の処理状況と調定内訳
を突合

金額を精査の上、調定内訳表を住
宅課に送付

受理・確認、財務電算
入力

備考
住宅管理システム （業務委託先業者）

〇市町によって、生
活保護用納付書を
発行して、市町の福
祉事務所へ送付し
ている場合がある

納入通知書、納付書一括出力、封
筒へ封入、各センターへ発送

５  家賃調定・納付書送付・口座振替・収納状況突合事務

入居者
金融機関(口座振替)

生活保護実施機関(特例納付)

指定管理者 住宅課

財務電算入力
（調定内訳表（年度））

FD(DVD)処理用データ、口振依頼
書・納付書作成

■生活保護特例納付(納付書
によらない納付の場合)

対象者、家賃等データ突合、不整
合データの確認依頼

◯京都市の特例納
付については住宅
課でデータ突合等
を行うが、他市町村
におけるものは指
定管理者が行う。請求内容確定、通知

(納付書で納付する入居者) 帳票出力 ○５月に前年度分
の未納額を過年度
分として調定

(納付書による口振・生保特例納
付実施機関)

新規入居は１、退去は
２、再申告による変更
は３－２によりデータ入

力

(納付書による口振・生保代理納付
実施機関)

調定内訳表（履歴）の
出力

○口座振替を単発
的に中止する場合
は、指定管理者か
ら金融機関に個別
依頼（電話の後ＦＡ
Ｘ等による）

データ入力

依頼書写し等受理(金融機関から
の通知の場合は指定管理者あて

通知を作成)

○口座変更：金融
機関の合併、支店
統廃合によるもの

データ入力



【随時：新規減免申請】

減免相談、減免申請

◯徴収猶予もフローは同様
（以下同じ。）

承認決定、承認書押印

受理

【随時：減免取消】

減免取消事由発生報告

取消決定、取消通知書押印

受理

【年次及び随時：減免期間終了通知】

減免期間終了通知受理 通知決裁、通知書押印

         ■減免継続希望の場合

減免申請

【月次】
月次・決算時（6月初旬） ■財務電算

財務電算入力、財務収入データの送信

諸調査の実施（取消事由確認） 取消通知書案作成

６  家賃減免、徴収猶予事務

入居者 指定管理者 住宅管理システム 住宅課 備考

減免相談にて減免基準適否事前審査。減免不
適の場合はその旨説明。減免妥当の場合は、

申請書の確認及び受理。
承認書案作成

審査、承認依頼

承認書送付

データ入力

（手続は新規申請を同様）

○財務電算入力は、４
【月次…収納状況財務
入力】の方法による

徴収額計算書の作成、財務・住宅管理シス
テムの突合をして、住宅課へ報告

取消依頼（職権取消も有）

取消通知書送付

住宅課に押印依頼 減免期間終了通知書案作成

減免期間終了通知書の送付



住宅管理システム以外 住宅管理システム

 【家賃】

■納付書による支払 (各金融機関)

納付書により
金融機関で納付

京都府口座へ送金、納入済通知書送付
納入済通知書受理

財務電算反映

(各コンビニ等)

納付書により
コンビニで納付

取りまとめ業者へ送金、収納データ送信

(取りまとめ業者)

収納状況取りまとめ、収納データ送信

京都府口座へ送金
手書き納付書受理

財務電算反映

(各金融機関)

口座引落、京都府口座へ送金、収納データ送
信又はFD等送付

■生活保護実施機関による特例納付 (生活保護実施機関)

納付書による支払
（以下の処理は金融機関
での納付書払と同じ）

請求書による支払
(以下の処理は口座振替

と同じ)

■退去滞納者から弁護士が徴収したもの (弁護士)

納付額の報告

入金確認 システム反映 納付書による納入

■現金収納(指定管理者で受領)

現金納付 現金収受（窓口、出張）

受領 領収書発行

収納金払込書、収納済通
知書作成、入金

（以下の処理は金融機関での納付書払と同
じ）

 【敷金】

（現状は現金で収納しており、処理は家賃の現金収納と同じ）

◯特例納付は、生活保
護法第37条の2の規定
により、実施機関から府
に家賃が直接支払われ
るもので、市町村により
納付書払と請求書払が
ある。

手書き納付書作成、指定管
理者へ徴収内容通知

（以下の処理は金融機関
での納付書払と同じ）

備考

◯事前調定、額の確定
作業等は５参照

財務情報を住宅システムに
反映（毎日)

収納データを住宅システムに
反映、手書き納付書作成

■口座振替による支払
　(納付書、FD(DVD)交換)

受信又はFD等受領、住宅シ
ステムに反映

７  家賃収納事務

入居者
指定管理者 金融機関、コンビニ、生活保護実施機関(特例

納付)、弁護士(退去滞納者からの徴収) 会計課
住宅課

(業務委託先業者)



【随時】

【月次】

督促等決裁、督促状等押印

個人別滞納者整理票（個票）の管理

督促状案、滞納者一覧表出力

個人別滞納者整理票（個票）と
滞納者一覧表の突合

督促、催告、滞納額通知書発出依
頼

８ー１  滞納整理・法的措置事務 （督促状、催告書、滞納額通知書発送）

入居者
指定管理者

住宅課 備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム

受理 督促状等送付



【随時】

受理等

滞納継続
最終催告等決

裁、押印

■入居者、連帯保証人

受理 最終催告書等送付

滞納継続 明渡請求依頼
明渡請求決裁、

押印

受理 明渡請求書送付

■入居者、連帯保証人

「即決和解について」依頼
「即決和解につい

て」決裁、押印

「即決和解につい
て」及び連帯保証人

通知受理

「即決和解について」送付、
連帯保証人に通知

法的措置実施案作成、
対応依頼

対象者との折衝、経過
資料作成等

法的措置の上申
法的措置決

裁、着手

◯法的措置の手
続は９参照

明渡請求書案作成

滞納者との折衝（法的措置の必要性判断） 住民票調査

○最終催告書…
配達証明郵便
○明渡請求書…
内容証明、配達証
明郵便

滞納者一覧表の出力

督促状受理

完納 滞納継続 滞納状況確認

（対応終了）
継続的な催告

（出張、文書、電話等）
最終催告書、府営住宅
家賃等保証債務履行

請求書案作成

完納
最終催告書、府営住宅家
賃等保証債務履行請求書

発出依頼

８－２  滞納整理・法的措置事務   （滞納整理・明渡請求(家賃滞納に係るもの)・法的措置(家賃滞納に係るもの)）

入居者
指定管理者 

備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム

住宅課



住宅管理システム以外 住宅管理システム

【退去滞納者家賃回収(弁護士委託）】

【年次】

対象者の抽出、回答 委託対象者の照会

受理（債権管理対象外となる） 委託対象の決定・通知

【不納欠損】

対象者選定、不納欠損調書案
作成

照会
不納欠損基準を策定、不納

欠損処分対象の照会

回答
欠損対象・調書の決裁、住宅課

へ承認依頼
審査、起案・会計管理者等

に承認協議

データ入力
財務電算入力、管理システムへ

の不納欠損入力依頼
不納欠損決定通知

〇指定管理者の業務には、承

認協議の際に、経過の説明や
追加資料の提出を求められた

場合の府住宅課への情報提
供を含む。

指定管理者
備考

８－３退去滞納者家賃回収（弁護士委託）、８－４ 不納欠損

◯退去した者に係る滞納家賃
については、分納中であるなど

特段の事情のある場合を除
き、弁護士に徴収委託してい

る。

〇指定管理者は、委託した滞
納家賃が直接納付された場合

は、その旨を住宅課へ報告す
る。

〇指定管理者は、弁護士等か

ら委託債権について情報提供
依頼があった場合は、府住宅

課を通じて対応する。

住宅課



住宅管理システム以外

【随時】

即決和解申出、一括納入金納付
一括納入金受領、和解条

件確認

条件受諾、即決和解合意書
提出

住宅課に上申
即決和解方針の決裁

（専決処分）

分納誓約履行状況確認、
相手方との日程調整等

呼出状等送付不能の場合
の現地調査

受理 即決和解申立書提出

和解期日呼出状受理 和解期日指定
和解期日調整

期日請書の提出

和解期日通知、申立書写
し送付

和解協議立会
（和解期日）

【和解期日】

裁判所出頭
（和解期日）

（和解協議・成立）
指定代理人が裁判所出頭

（和解期日）

和解調書正本受領 和解調書作成、正本送付 和解調書正本受領（保管）

和解調書（写し）受理
和解調書（写し）を指定管

理者に送付

履行状況確認 府議会へ専決処分の報告

裁判所
住宅管理システム

９ー１  法的措置事務  （即決和解）

住宅課 備考

○「一括納入金」…

即決和解の合意を
する前提として滞納

者が納付する金員。
滞納額の全額又は

２分の１以上に相当

する額。

入居者
指定管理者



住宅管理システム以外

【随時】

住宅課に上申 訴訟提起方針の決裁（専決処分）

写し受理 訴状提出、写しを送付

訴状受理 府議会へ専決処分の報告

訴状、口頭弁論期日呼出状受理 訴状送達、口頭弁論期日指定 期日調整、期日請書提出

弁論期日通知

弁論期日受理

答弁書提出、準備書面受理 答弁書、準備書面等の送達 答弁書受理、準備書面作成・提出

受理

傍聴 指定代理人が裁判所出頭

【口頭弁論期日】

裁判所出頭 弁論、結審

判決言渡し

判決文正本受領 判決文作成、正本送付 判決正本受領（保管）、写し送付

受理、保管

【訴訟上の和解の場合】

和解申出、滞納額等全額納付等
の条件確認・履行

履行確認、報告

受理 和解条項案受理
【期日】

（和解成立）

和解調書正本受領 和解調書作成、正本送付 和解調書正本受領（保管）

受理 和解調書（写し）送付

履行状況確認 府議会へ専決処分報告

弁論期日受理、訴状不達
の場合の相手方所在調
査、根拠資料作成等対応

答弁書、準備書面等の写し送付

９ー２  法的措置事務  （訴訟）

入居者
指定管理者 

裁判所 住宅課
住宅管理システム

○訴訟上の和解…
民事訴訟法第89条

和解条項案の裁判所への提出、写し
を指定管理者に送付

備考

◯上級審の対応も
基本的に同様



住宅管理システム以外

【随時】

受理 通告書、契約解除通知書送付

家賃調
定打切

住宅課に上申 実施方針等決裁

申請受理、証明送付 判決正本等送達及び
執行文付与申請

裁判所へ申立てた旨の通知受理 申立て受理
証明受理、強制執行申

立、予納金納付

○申立は、地方裁
判所（支部）の執行
官室へ行う（郵送

執行日程調整 執行日程の調整

立会 立会

（在室、履行期限延期要
望等の可能性あり）

第１回執行（明渡催告、占有
移転禁止)

立会 立会

（在室、履行期限延期要
望等の可能性あり）

第２回執行（断行(占有回復)、
目的外動産処分等）、執行調

書交付
執行調書の受領

残存物の保管、処分
残置物の保管（指定管理者の

確保場所を使用）

予納金精算 予納金精算

入居者
指定管理者

裁判所住宅管理
システム

９ー３  法的措置事務  （強制執行）

住宅課

受理、保管

執行日程受理、搬出業者・解錠技
術者手配、執行時残置物保管場所

確保

備考

※無断退去時にお
いて相手方が行方
不明の場合は指定
管理者にて現況調
査を行う

執行日程通知

執行調書（写し）送付



住宅管理システム以外

【随時】

支払督促対象者の選定

退去滞納用催告書送付

完納

(対応終了)

支払督促申立案の作
成、依頼

受理

支払督促発付

支払督促送達結果の通知

受理

【支払督促正本受領後意義申立なし、かつ、２週間経過】

受理

仮執行宣言付支払督促発付

送達結果の通知

受理

結果通知（写し）保管

９ー４  法的措置事務   （支払督促）

入居者・連帯保証人
指定管理者

裁判所
住宅管理システム

住宅課

仮執行宣言付支払督促受領

備考

催告書受理

滞納継続

受領

◯退去した滞納者に係る債
権回収は、近年は弁護士委
託で対応

結果通知（写し）の送付

仮執行宣言申立書の提出

受理

結果通知（写し）の送付

支払督促申立て

受理



【随時】

特定入居相談

  ■適さない場合

   ■適する場合

申出書作成、提出

連絡を受け承諾

入居申出書等提出

○特定入居決定は滞納がないことが前
提

【随時】

  ■還付がある場合

還付金受領

１０  特定入居決定事務

入居者
指定管理者

住宅課 備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム

○待機者登録をしたが空きが生じない
場合、その待機者登録は登録日からそ
の年度末もって失効。改めて申請書提
出。

    ■空きが生じた場合

待機者へ連絡

承諾確認後、入居申請書、請書、退
去届等を送付

承認不可の旨説明

相談対応、承認基準適否判断

申出書提出の指導

申出書の受理

待機者の登録

＊「入居者情報」…特定入居に至った
状況、新旧住戸、新旧家賃、新旧敷
金、転居予定年月日等

自治会、管理人への通知

（必要な場合）修繕業者に空家修繕
を発注

入居申請書等の受理 ○必要に応じ収入申告書を提出させる

特定入居決定依頼 入居決定・指定管理者へ
通知

特定入居の入力、入居者情
報を住宅課へ通知

入居者台帳、請書、敷金台帳整理

財務電算入力

請書提出、日割家賃・敷
金等精算、入居決定通

知書受領、鍵受領

請書等受理、日割家賃・敷金等精
算、入居決定通知書交付、鍵渡し



【随時】

相談

申請書等提出 承認決定、押印

受領

■還付金がある場合 【月次】

還付金受領
財務電算反映（必要に応じ敷金

等精算、納付書送付など）

１１  承継承認等承認事務

入居者
指定管理者

住宅課 備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム

入居者台帳、請書、敷金台帳整理

相談対応、適否事前審査
不適の場合はその旨説明、妥当

の場合は、申請書提出指導
◯同居、承継、用途変更、

模様替、連帯保証契約解
除申請等の承認

承認書案作成

受理、審査、承認依頼

承認書交付（必要に応じ、敷金等
精算、納付書送付を依頼）

システム反映

管理人への通知



【随時】

入居者台帳記載事項異動変更
届（同居人の死亡、転出や氏名

変更など）

○同居に伴い収入申告

が必要な場合は、３－
２による

同居届

長期不在届

連帯保証人住所変更届

１２  届出受理事務

入居者
指定管理者

住宅課 備考
住宅管理システム以外 住宅管理システム

受理、内容確認

入居者台帳反映 システム反映

管理人に通知



【年次】

再委託協議（報酬額含む） 承認

団地自治会への管理人推薦依頼

(自治会)

管理人推薦書の提出

審査、委嘱決定、住宅課へ報告 報告受領

(管理人)

受理 委嘱（委嘱状交付)、業務、守秘義務等の必要事項説明

【月次】

報酬受領 報酬支払い

【随時】

管理人の指導、業務状況確認、管理人への情報提供等

１３  管理人委嘱事務

管理人 指定管理者 備考

管理人会議の開催

住宅課



住宅管理システム

(市町村、被災者から)

協議・相談

申請書提出

許可決裁、押印

許可書受理、一時入居

納付書受理 使用料調定、納付書作成

使用料の納付

受理

受理、審査、報告

受理、申請者に送付

台帳管理

目的外使用許可案作成、依頼

受理、申請者に交付

１９－１  その他維持管理事務①（目的外使用許可Ａ（被災等による一時使用等））

申請者
指定管理者

受理、使用料額算定、指定管理者へ通知

備考
住宅管理システム以外

住宅課に報告、使用料額算定依頼

◯大規模災害の被災者、

犯罪被害者等に対する

目的外使用許可である
が、提供の可否等方針は

その都度判断
◯市町村対応の小規模

災害等には基本的に対

応しない

住宅課

対応判断

困窮状況、事案の詳細等の聴取、対
応の要否等についての調査、提供
可能住戸の確認等を踏まえ住宅課

協議

申請指示



住宅管理システム

■ 事業者

協議・相談

申請書提出

目的外使用許可決
定通知受理

納付書受理

使用料の納付

１９－２  その他維持管理事務②（目的外使用許可Ｂ（水道、電気、ガス等公益事業その他の使用等））
＊電柱、支線（柱）、公衆電話ボックス、水道管、ガ
ス管、郵便ポスト等

申請者
指定管理者

備考
住宅管理システム以外

住宅課

協議・相談対応。適否判断。許可不
適の場合はその旨説明。許可妥当
の場合は、申請書提出を指導。

申請書受理・審査

住宅課へ状況について情報提供及
び使用料額算定

情報の受理、使用料額確認

目的外使用許可案決定。目的外使
用許可決定通知作成。住宅課に目

的外使用許可案提出

目的外使用許可決定通知受理。
申請者に送付（交付）

納付書受理。申請者に送付（交付）

台帳管理

目的外使用許可案受理。目的外使用許可決定。目的外
使用許可決定通知に押印し、指定管理者へ回付

使用料調定。納付書作成、指定管理者に回付



住宅管理システム

申請書提出

受理
無償で証明

申請受理、内容確認 帳票を出力

奥書証明書発行
申請者に送付（交付）

１９－３  その他維持管理事務③（奥書証明書発行（入居証明等））

入居者
指定管理者

備考
住宅管理システム以外



入居者 指定管理者 備考

【年次】

【随時】

対象住戸へ連絡要請文投函

連帯保証人、緊急連絡先、勤務先等関係機
関から情報収集

■状況により

立入準備（警察に立会要請、鍵業者手配等）

立入検査実施

■状況により

住宅課へ状況報告

【非常時】

事件・事故、火事、ガス漏
れ、漏水等

立入補助（警察、消防等の立ち入りの補助を
想定）

■状況により

住宅課へ状況報告

１９－４　その他維持管理事務④（住宅立入事務）

住宅課

立入検査する者の指定

◯立入権限の行使
は、あらかじめ入居

者の承諾を得て行う
ことを想定しており、

指定管理者の立入り

は、相手方の承諾を
得て任意に行う場合

や、事件、火災等の
場合に警察、消防等

の行う立入りの補助

として行う場合を想
定

安否確認等 住民票照会等
調査への協力

状況報告受理

状況報告受理



■随時

   ■所有者が判明した場合    ■所有者が不明な場合

撤去依頼
受理

撤去 経過報告書受理

経過報告書受理と業
者委託撤去、費用請

求については検討

軽自動車以外は、京都陸運事務所に照会

軽自動車は市町村または軽自動車検査協会に照会

所有者判明後は①に同じ

備考
住宅管理システム以外

団地内放置車両撤去計画案
受理。団地内放置車両等撤
去計画を決定し、指定管理
者に撤去予告通知書の貼付
を指示

１９－５ 　その他維持管理⑤（団地内（駐車敷地外）車両放置・無断駐車）

対象者
指定管理者

住宅課

車両放置等の情報入手

事実確認等調査

   ①ナンバープレートなしの場合

団地内放置車両等撤去計画案（仮称）を作成し住宅課に回付

撤去予告告知書を貼付

   ②ナンバープレートがある場合

○所有者が判明した

場合の撤去依頼方法

は、電話、文書等いず
れでもよい（ただし複

数回）
所有者に撤去を依頼

○所有者が判明して

おり、かつ、業者に撤

去依頼する場合は、
所有者から処理同意

書を徴取する

 ■所有者が撤去しない場合

経過報告書（仮称）を作成し住宅課に提出



住宅管理システム以外 ※ 住宅管理システム

受諾

【自治会への再委託】

了承 事前協議

再委託の協議 承認 承認

契約 契約

【使用者決定】

相談対応、用紙配付

申請書提出 受理、審査、抽選、補欠者登録 家賃滞納等確認

使用区画調整

決定通知書案作成

使用者決定依頼

保証金納付 保証金納付書送付

受領 通知書、口座振替依頼用紙送付 使用者データ入力

【使用料徴収】

金融機関へ口座振替依頼
(毎月)

口座振替データ作成、金融

機関へ送付

(例外的に)現金納付 入金確認、必要に応じ督促、催告 収入データ反映(消込)

収納額等の報告

納付

【明渡】

(自主的使用終了の場合)

明渡届、保証還付請求 受理、精算（使用料、保証金） データ入力

(明渡請求の場合)

(応じない)
明渡事由に応じた対応（支払催告、
明渡予告など）

明渡請求書案作成

明渡請求依頼

明渡 請求書送付、明渡指導

明渡確認、精算（未払い使用料の保
証金からの控除等）

【その他業務】

自動車保管場所使用承諾証明
依頼

受理、証明

入居者問合せ対応、違反指導、巡回、点
検、清掃、バリカー管理等

自治会へ再委託しない
場合、自治会の業務は

指定管理者が行う

大規模災害の被災者等
に一時使用させることが
あるが、行政財産の目

的外使用許可になる

決定決裁、決定通知書押印

調定、納付書送付

入金確認

請求決裁、請求書押印

【駐車場整備、使用料額の決定】

住宅課

駐車場整備

使用料の額の決定

管理対象追加協議

駐車場が追加整備され

た場合

２０  駐車場管理、使用料等徴収事務 ※住宅管理システムの駐車場管理機能は、今後整備予定

申請者 団地自治会
指定管理者

備考


